
様式1　PPP/PFI手法簡易定量評価調書

※記載例については、内閣府「PPP/PFI手法導入優先的検討規程策定の手引」の別紙4を参照

千円

合計 千円 千円

その他
（前提条件等）

事業期間：　　　　年間
割引率：　　　　％

千円

％

合計（現在価値） 千円 千円

財政歳出削減率
（VFM）

税引後損益

調査等費用

千円

算出
根拠

諸税等

千円

算出
根拠

資金調達費用

千円 千円

算出
根拠

算出
根拠

利用料金収入

千円 千円

算出
根拠

算出
根拠

運営等費用
※維持管理、運営等

千円 千円

算出
根拠

千円

算出
根拠

算出
根拠

算出
根拠

整備等費用
（運営費等を除く）
※設計、建設等

千円

従来型手法
（公共施設等の管理者等が
自ら整備等を行う手法）

候補となるPPP/PFI手法

（プルダウンより選択）PPP/PFI手法の方式

作成日：令和　　年　　月　　日


